第１号様式（第５条関係）
番        号
年   月   日
国土交通大臣  殿
           住      所
           名      称
                                  代表者氏名                     印
平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金交付申請書
平成   年度モーダルシフト等推進事業費補助金  金              円の交付を受けたいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定に基づき、別紙関係書類を添えて、申請します。
第１号様式  別紙
平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金交付申請事業
補助対象事業者名：                              
	補助対象事業の区分
	補助対象事業の
開始及び完了予定日
	補助対象経費(円)
	補助金額(円)

	
	
	
	

	
	
	
	


（添付書類）
１．モーダルシフト等推進事業計画
２．補助対象経費の算出の根拠となる書類
３．振込先調書（添付できない場合は、後日提出すること。）
４．その他補助金の交付に関して参考となる書類
第２号様式（第６条第１項関係）
番        号
年   月   日
補助対象事業者  殿
                                         国土交通大臣
平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金交付決定通知書
平成    年    月    日付け        第        号で申請のあった「平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金」については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下｢適正化法｣という。）第６条の規定により、下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定に基づき、通知する。
記
１．補助対象事業
２．補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。
補助対象経費    金                    円
補助金の額    金                    円
３．補助対象事業については、当該補助対象事業に係るモーダルシフト等推進事業計画に即して実施するものとする。
４．補助対象事業は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びにモーダルシフト等推進事業費補助金交付要綱（平成   年   月   日付け国政参政第○○号）に定めるところに従わなければならない。
第３号様式（第７条関係）
番        号
年   月   日
国土交通大臣  殿
           住      所
           名      称
                                  代表者氏名                     印
平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金交付決定（変更）申請書
平成    年    月    日付け        第        号をもって補助金交付決定通知のありました標記補助金に係る補助対象事業の（内容・経費の配分）を下記のとおり変更したいので、モーダルシフト等推進事業費補助金交付要綱第７条の規定に基づき、申請します。
記
１．変更事項及びその内容
２．変更する理由
３．補助金交付申請書（写）に変更する部分を上段に（   ）書きで２段書きした書類
４．その他参考となる書類
第４号様式（第８条第１項関係）
番        号
年   月   日
補助対象事業者  殿
                                         国土交通大臣
平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金交付決定（変更）通知書
平成    年    月    日付け        第        号で補助金交付決定（変更）申請のあった標記補助金に係る交付決定を下記のとおり変更したので、モーダルシフト等推進事業費補助金交付要綱第８条の規定に基づき、通知する。
記
	補助対象事業の区分
	補助対象事業の
開始及び完了予定日
	補助対象経費(円)
	補助金額(円)

	
	変更前
	
	
	

	
	変更後
	
	
	


第５号様式（第９条関係）
番        号
年   月   日
国土交通大臣  殿
           住      所
           名      称
                                  代表者氏名                     印
平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金交付申請取下届出書
平成    年    月    日付け        第        号をもって補助金交付決定通知のありました標記補助金については、下記のとおり不服があるので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第９条の規定に基づき、交付申請を取り下げます。
記
１．交付申請年月日及び番号
２．補助金の額
３．不服のある交付の決定の内容又は交付決定に付された条件
４．取り下げる理由
第６号様式（第10条関係）
番        号
年   月   日
国土交通大臣  殿
           住      所
           名      称
                                  代表者氏名                     印
平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金に
係る補助対象事業中止（廃止）申請書
平成    年    月    日付け        第        号をもって補助金交付決定通知のありました標記補助金に係る補助対象事業について、下記の理由により同事業を中止（廃止）したいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第７条の規定に基づき、申請します。
記
１．補助対象事業を中止（廃止）する理由
２．補助対象事業を中止する期間及び再開後の完了年月日
３．その他参考となる書類
第７号様式（第11条第２項関係）
番        号
年   月   日
国土交通大臣  殿
           住      所
           名      称
                                  代表者氏名                     印
平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金に
係る補助対象事業事故報告書
平成    年    月    日付け        第        号をもって補助金交付決定通知のありました標記補助金に係る補助対象事業について、下記のとおり事故が発生したので、報告します。
記
１．事故の種類
２．事故の主な原因
３．事故に対する補助対象事業者の対処方針
４．事故に伴い経費の配分に変更がある場合はその内容
第８号様式（第12条関係）
番        号
年   月   日
国土交通大臣  殿
           住      所
           名      称
                                  代表者氏名                     印
平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金補助対象事業完了実績報告書
平成    年    月    日付け        第        号をもって補助金交付決定通知のありました標記補助事業の完了実績について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第14条の規定に基づき、別紙のとおり報告します。
第８号様式  別紙
平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金補助対象事業完了実績表
補助対象事業者名：                              
（単位：円）
	補助対象事業
の区分
	補助対象経費(A)
	交付決定額(B)
	実施額
(C)
	差額(D)
A-C
	補助金額
(E)

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（添付書類）
１．モーダルシフト等推進事業計画（実績報告）
２．補助対象経費の実績額を明らかにした書類
３．補助対象経費の支払いを証明する書類（添付できない場合は、後日提出すること。）
４．その他参考となる書類
第９号様式（第13条関係）
番        号
年   月   日
補助対象事業者  殿
                                         国土交通大臣
平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金の額の確定通知書
平成    年    月    日付け        第        号をもって実績報告のあった、平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条の規定に基づき、下記のとおり確定したので、通知する。
記
確定補助金額    金                    円
第10号様式（第14条関係）
番        号
年   月   日
支出官
国土交通省大臣官房会計課長  殿
           住      所
           名      称
                                  代表者氏名                     印
平成  年度モーダルシフト等推進事業費補助金支払請求書
平成    年    月    日付け        第        号をもって補助金の額の確定通知のありました標記補助金について、モーダルシフト等推進事業費補助金交付要綱第14条の規定に基づき、下記のとおり補助金の支払いを請求します。
記
	１．補助金額
	金                          円

	２．受取人
（口座名義）
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	住所
	(〒       －          )


	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	氏名
	

	３．振込先金融機関
及び支店名
	
	銀行
信用金庫
その他
	
	支店

	
	
	（その他：                              ）

	４．預金種別
	     普通預金
	当座預金

	５．口座番号
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．下記２．以下の各欄は、通帳を確認の上、通帳の記載どおり確実に記入すること。
２．上記３．は、金融機関名を記入の上、銀行・信用金庫・その他のいずれかに○を付けること。なお、その他の場合にあっては、金融機関名（例：○○農業協同組合）を記入すること。
３．上記４．は、普通預金・当座預金のいずれかに○を付けること。
４．上記５．の口座番号は、右詰めで記入すること。
第11号様式（第16条第２項関係）
モーダルシフト等推進事業費補助金取得財産等管理台帳
（平成    年度）
	取得者の
氏名・名称
	

	財産名
	

	規格
	

	金額(円)
	

	取得年月日
	

	耐用年数
	

	保管・設置場所
	

	備考
	


（注）備考欄には、取得財産等毎に識別できる内容を記載すること。
第12号様式（第17条第２項関係）
番        号
年   月   日
国土交通大臣  殿
           住      所
           名      称
                                  代表者氏名                     印
財産処分承認申請書
平成    年度モーダルシフト等推進事業費補助金に係る補助対象事業により取得した財産を、下記のとおり処分したいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第22条の規定に基づき、申請します。
記
１．処分しようとする財産の明細
２．処分の内容
３．処分しようとする理由
４．その他参考となる書類
様式1－1
平成２３年度モーダルシフト等推進事業計画
【モーダルシフト推進事業】
１．協議会の名称及び代表者
	名      称
	

	代表者氏名
	

	代表者所属
	


２．補助対象経費と交付申請額（全体）
	A：補助対象経費
	円

	B：補助単価×輸送数（運行経費）
	円

	C：補助対象経費(A)×補助率
	D：運行経費分
	円

	
	E：機器等導入経費分
	円

	F：交付申請額（BとDの低い額＋E）
	円


３．協議会の構成

	    で囲む
	構成員（担当者）

	輸送委託者

輸送事業者

その他
	社名

住所

担当部署

担当者名

連絡先
	TEL(                  ) E-Mail（                        ）

	輸送委託者

輸送事業者

その他
	社名

住所

担当部署

担当者名

連絡先
	TEL(                  ) E-Mail（                        ）

	輸送委託者

輸送事業者

その他
	社名

住所

担当部署

担当者名

連絡先
	TEL(                  ) E-Mail（                       ）


※お問い合わせの窓口となる方の担当者名の氏名に下線を付けること。
※欄が足りない場合は、別葉にて作成すること。

４．事業計画の概要（背景、目的、事業継続性等）

	


５．事業計画 総括表（   ）

	①事業名称
	

	②類型
	１．トラック輸送から鉄道又は海上輸送への転換

２．新規に鉄道又は海上輸送する貨物

３．既に鉄道又は海上輸送している貨物の増加分

	③輸送期間
	(輸送予定期間)

平成   年   月～平成   年   月【   年   ヶ月】

	
	(補助対象期間)

平成   年   月   日～平成   年   月   日【   ヶ月   日間】

	④輸送経路
	転換前

(仮想)
	

	
	転換後
	

	⑤輸送品目
	

	⑥補助対象経費
	円

	⑦輸送種別毎の輸送数

(個･台数/月平均)
	輸送手段
	輸送種別
	転換前
(前年度)
	転換後
(新規分)
	増加数

	
	コンテナ
	12ftコンテナ
	
	
	

	
	
	20ftコンテナ
	
	
	

	
	
	31ftコンテナ
	
	
	

	
	
	40ftコンテナ
	
	
	

	
	トラック

(単車)
	全長6ｍ未満
	
	
	

	
	
	全長6～8未満
	
	
	

	
	
	全長8～12未満
	
	
	

	
	トレーラー

(ヘッドを除く)
	全長8m未満
	
	
	

	
	
	全長8m以上
	
	
	

	
	輸送種別毎の輸送数×単価×月数③′
	円

	⑧貨物量

(t/月平均)
	転換前(前年度)

	転換後(新規分)

	増加量


	⑨CO2排出量

(t-CO2/月平均)
	(ア)転換前輸送経路の合計


	(イ)転換後の輸送経路の合計


	(ウ)削減量  (ア)－(イ)


	⑩CO2排出削減量
	 t-CO2／年
(年換算でのCO2排出削減量)

上記⑨(ウ)×12ヶ月


※⑦～⑨の月平均は輸送予定期間（最大で平成25年3月分まで）を基に算出。
６．CO2排出削減量の計算

輸送経路（      ）

	①輸送品目
	

	②類型
	１．転換分
	２．新規分
	３．増加分

	③輸送期間
	(輸送予定期間)

平成   年   月～平成   年   月【   年   ヶ月】

	
	(補助対象期間)

平成   年   月   日～平成   年   月   日【   ヶ月   日間】③′

	④輸送経路
	転換前

(仮想)
	

	
	転換後
	

	⑤実施体制
	

	⑥補助対象経費
	円

	⑦輸送種別毎の輸送数

(個･台数/月平均)
	輸送手段
	輸送種別
	転換前

(前年度)
	転換後

(新規分)
	増加数
	単価

(円)
	補助金額

(円)

	
	コンテナ
	12ft
	
	
	
	3,000
	

	
	
	20ft
	
	
	
	5,000
	

	
	
	31ft
	
	
	
	8,000
	

	
	
	40ft
	
	
	
	10,000
	

	
	トラック

(全長)
	6ｍ未満
	
	
	
	2,000
	

	
	
	6～8m未満
	
	
	
	3,000
	

	
	
	8～12m未満
	
	
	
	8,000
	

	
	トレーラー(全長)
	8m未満
	
	
	
	5,000
	

	
	
	8m以上
	
	
	
	10,000
	

	
	小            計(円)
	

	
	合計【小計×補助対象月数③′】(円)
	

	⑧貨物量

(t/月平均)
	転換前(前年度)

	転換後(新規分)

	増加量


	⑨CO2排出量の計算

(t-CO2/月平均)

転換前のCO2排出量

転換後のCO2排出量

CO2排出削減量


	


※⑦～⑨の月平均は輸送予定期間（最大で平成25年3月分まで）を基に算出。
様式1－1別紙
※輸送予定期間における月別の輸送数及び貨物量【転換分及び新規分用】
輸送経路（      ）

	月別の輸送種別毎の輸送数(個･台数)

	
	輸送

手段
	輸送種別
	23.4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	24.1月
	2月
	3月

	
	コンテナ
	12ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	20ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	31ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	40ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	トラック

(全長)
	6ｍ未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	6～8m未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	8～12m未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	トレーラー(全長)
	8m未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	8m以上
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合  計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	貨 物 量(t)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※輸送予定期間における月別の輸送数及び貨物量【転換分及び新規分用】
輸送経路（      ）

	月別の輸送種別毎の輸送数(個･台数)

	
	輸送

手段
	輸送種別
	24.4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	25.1月
	2月
	3月
	合計
	月平均

	
	コンテナ
	12ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	20ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	31ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	40ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	トラック(全長)
	6ｍ未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	6～8m未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	8～12m未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	トレーラー(全長)
	8m未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	8m以上
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合  計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	貨 物 量(t)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式1－1別紙
※前年度の輸送実績並びに輸送予定期間における月別の輸送数及び貨物量【増加分用】
輸送経路（      ）
	前年度の輸送実績
	22.4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	23.1月
	2月
	3月
	合計
	月平均

	
	月別の輸送数(個･台数)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	貨物量(t)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（あ）
	輸送予定期間における月別の輸送種別毎の輸送数(個･台数)及び貨物量

	
	輸送

手段
	輸送種別
	23.4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	24.1月
	2月
	3月

	
	コンテナ
	12ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	20ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	31ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	40ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	トラック

(全長)
	6ｍ未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	6～8m未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	8～12m未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	トレーラー

(全長)
	8m未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	8m以上
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合  計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	貨 物 量(t)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


輸送経路（      ）

	輸送予定期間における月別の輸送種別毎の輸送数(個･台数)及び貨物量

	
	輸送

手段
	輸送種別
	24.4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	25.1月
	2月
	3月
	合計
	月平均

	
	コンテナ
	12ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	20ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	31ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	40ft
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	トラック(全長)
	6ｍ未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	6～8m未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	8～12m未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	トレーラー(全長)
	8m未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	8m以上
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合  計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	貨 物 量(t)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（い）
	増加数
(い)－(あ)
	輸送数(個･台数/月平均)
	

	
	貨物量(t)
	


７．他の補助制度との併用状況

	実施主体
	補助事業名

	
	

	
	

	
	


※機器等導入経費については、他の補助制度との併用は不可とする。
様式1－2

平成２３年度モーダルシフト等推進事業計画
【幹線輸送集約化推進事業】
１．協議会の名称及び代表者

	名      称
	

	代表者氏名
	

	代表者所属
	


２．補助対象経費と交付申請額（全体）

	A：補助対象経費
	円
	B：交付申請額（A×補助率）
	円


３．協議会の構成

	    で囲む
	構成員（担当者）

	輸送委託者

輸送事業者

その他
	社名

住所

担当部署

担当者名

連絡先
	TEL(                  ) E-Mail（                        ）

	輸送委託者

輸送事業者

その他
	社名

住所

担当部署

担当者名

連絡先
	TEL(                  ) E-Mail（                       ）

	輸送委託者

輸送事業者

その他
	社名

住所

担当部署

担当者名

連絡先
	TEL(                  ) E-Mail（                       ）

	輸送委託者

輸送事業者

その他
	社名

住所

担当部署

担当者名

連絡先
	TEL(                  ) E-Mail（                       ）


※お問い合わせの窓口となる方の担当者名の氏名に下線を付けること。
※欄が足りない場合は、別葉にて作成すること。

４．事業計画の概要（背景、目的、事業継続性等）

	


５．事業計画 総括表

	①事業名称
	

	②輸送期間
	(輸送予定期間)

平成   年   月～平成   年   月【   年   ヶ月】

	
	(補助対象期間)

平成   年   月   日～平成   年   月   日【   ヶ月  日間】

	③輸送経路
	集約前
	

	
	集約後
	

	④輸送品目
	

	⑤補助対象経費
	円

	⑥平均積載率
(%/月平均)
	(ア)集約前


	(イ)集約後


	(ウ)増減率 (イ)／(ア)×100


	⑦走行車両台数
(台/月平均)
	(ア)集約前


	(イ)集約後


	(ウ)削減台数 (ア)－(イ)


	⑧貨物量

(t/月平均)
	(ア)集約前

	(イ)集約後

	

	⑨CO2排出量

(t-CO2/月平均)
	(ア)集約前の輸送経路での合計


	(イ)集約後の輸送経路での合計


	(ウ)削減量  (ア)－(イ)


	⑩CO2排出削減量
	t-CO2／年
(年換算でのCO2排出削減量)
上記⑨(ウ)×12ヶ月



※⑥～⑨の集約後の月平均は輸送予定期間（最大で平成25年3月分まで）を基に算出。

６．CO2排出削減量の計算

輸送経路（   ）

	①輸送品目
	

	②輸送期間
	(輸送予定期間)

平成   年   月～平成   年   月【   年  ヶ月】

	
	(補助対象期間)

平成   年   月   日～平成   年   月   日【  ヶ月  日間】

	③輸送経路
	集約前
	

	
	集約後
	

	④実施体制
	

	⑤補助対象経費
	円

	⑥平均積載率
(%/月平均)
	(ア)集約前


	(イ)集約後


	(ウ)増減率  (イ)／(ア)×100


	⑦走行車両台数
(台/月平均)
	(ア)集約前


	(イ)集約後


	(ウ)削減台数 (ア)－(イ)


	⑧貨物量

(t/月平均)
	(ア)集約前

	(イ)集約後

	

	⑨CO2排出量の計算

(t-CO2/月平均)

集約前のCO2排出量

集約後のCO2排出量

CO2排出削減量


	


※⑥～⑨の集約後の月平均は輸送予定期間（最大で平成25年3月分まで）を基に算出。

７．他の補助制度との併用状況

	実施主体
	補助事業名

	
	

	
	

	
	


※機器等導入経費については、他の補助制度との併用は不可とする。
様式2
年   月   日
国土交通大臣  殿
           住      所
           名      称
                                  代表者氏名                     印
平成２３年度モーダルシフト等推進事業費補助金の振込先調書
	受取人
（口座名義）
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	住所
	(〒       －          )


	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	氏名
	

	振込先金融機
関及び支店名
	
	銀行
信用金庫
その他
	
	支店

	
	
	（その他：                              ）

	預金種別
	     普通預金
	当座預金

	口座番号
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．通帳を確認の上、通帳の記載どおり確実に記入すること。
２．金融機関名を記入の上、銀行・信用金庫・その他のいずれかに○を付けること。
なお、その他の場合にあっては、金融機関名（例：△△農業協同組合）を記入すること。
３．預金種別については、普通預金・当座預金のいずれかに○を付けること。
４．口座番号は、右詰めで記入すること。
様式3－1
年   月   日
国土交通大臣  殿
                       住      所
                       名      称
                                    代表者氏名           印
平成２３年度モーダルシフト等推進事業費補助金
輸送実績報告書（月次報告）【モーダルシフト】
平成    年    月分
１．事業名
	


２．問い合わせ先（窓口）
	社名

住所

担当部署

担当者名

連絡先


	TEL：
E-Mail：


３．事業計画における当該月の輸送数及び貨物量
	輸送数(個･台数)
	
	貨物量(t)
	


４．輸送実績
別紙のとおり
様式3－1別紙
協議会名：
輸送経路：（      ）
輸送実績（平成    年    月分）
	No
	日付
	輸送区間(発地～着地)
	個･台数
	種  別
	貨物量(t)
	識別番号
	便名等
	備考

	1
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	
	
	
	

	合         計
	
	
	
	
	
	


※類型(転換･新規･増加)別に輸送経路毎に作成すること。（なお、上記項目を明らかにしたものであれば他の書式でも可。）
様式3－2
年   月   日
国土交通大臣  殿
                       住      所
                       名      称
                                    代表者氏名           印
平成２３年度モーダルシフト等推進事業費補助金
輸送実績報告書（月次報告）【幹線輸送集約化】
平成    年    月分
１．事業名
	


２．問い合わせ先（窓口）
	社名

住所

担当部署

担当者名

連絡先


	TEL：
E-Mail：


３．輸送実績
別紙のとおり
様式3－2別紙
協議会名：
輸送経路：（   ）
輸送実績（平成    年    月分）
	No
	日付
	輸送区間(発地～着地)
	貨物量(t)
	輸送距離(㎞)
	走行車両台数(台)
	平均積載率(%)
	CO2排出量(t-CO2)
	備  考

	
	
	
	集約前
	集約後
	集約前
	集約後
	集約前
	集約後
	削減台数
	集約前
	集約後
	集約前
	集約後
	削減量
	

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合         計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※輸送経路毎に作成すること。また、平均積載率の合計欄は平均値を記入すること。
様式4－1
平成２３年度モーダルシフト等推進事業計画（実績報告）
【モーダルシフト推進事業】
１．協議会の名称及び代表者
	名       称
	

	代表者氏名
	

	代表者所属
	


２．事業実施額と補助金額（全体）
	A：実施額
	円

	B：補助単価×輸送数（運行経費）
	円

	C：実施額(A)×補助率
	D：運行経費分
	円

	
	E：機器等導入経費分
	円

	F：申請額（BとDの低い額＋E）
	円

	G：交付決定額
	円

	H：補助金額（FとGで低い額）
	円


３．問い合わせ先（窓口）
	社名

住所

担当部署

担当者名

連絡先


	TEL：
E-Mail：


４．事業結果の概要

	


５．事業計画 総括表（   ）

	①事業名称
	

	②類型
	１．トラック輸送から鉄道又は海上輸送への転換

２．新規に鉄道又は海上輸送する貨物

３．既に鉄道又は海上輸送している貨物の増加分

	③輸送期間
	(輸送予定期間)

平成   年   月～平成   年   月【   年   ヶ月】

	
	(補助対象期間)

平成   年   月   日～平成   年   月   日【   ヶ月   日間】③′

	④輸送経路
	転換前

(仮想)
	

	
	転換後
	

	⑤輸送品目
	

	⑥実施額
(補助対象経費)
	円

	⑦輸送種別毎の輸送数

(個･台数/月平均)
	輸送手段
	輸送種別
	前年度
	事業計画時
	実績数

	
	コンテナ
	12ftコンテナ
	
	
	

	
	
	20ftコンテナ
	
	
	

	
	
	31ftコンテナ
	
	
	

	
	
	40ftコンテナ
	
	
	

	
	トラック

(単車)
	全長6ｍ未満
	
	
	

	
	
	全長6～8未満
	
	
	

	
	
	全長8～12未満
	
	
	

	
	トレーラー

(ヘッドを除く)
	全長8m未満
	
	
	

	
	
	全長8m以上
	
	
	

	
	輸送種別毎の輸送数×単価×月数③′
	円

	⑧貨物量
	(ア)事業計画
t/月平均
	(イ)実績
t/月平均
	(ウ)増減率  (イ)÷(ア)×100
%

	⑨CO2排出削減量
	(ア)事業計画
t-CO2/月平均
	(イ)実績
t-CO2/月平均
	(ウ)増減率  (イ)÷(ア)×100
%

	⑩補助対象期間のCO2排出削減量
	t-CO2
上記⑨(イ)×③′


６．CO2排出削減量の計算

輸送経路（      ）

	①輸送品目
	

	②類型
	１．転換分
	２．新規分
	３．増加分

	③輸送期間
	(輸送予定期間)

平成   年   月～平成   年   月【   年   ヶ月】

	
	(補助対象期間)

平成   年   月   日～平成   年   月   日【   ヶ月   日間】③′

	④輸送経路
	転換前

(仮想)
	

	
	転換後
	

	⑤実施額
(補助対象経費)
	円

	⑥輸送種別毎の輸送数

(個･台数/月平均)
	輸送手段
	輸送種別
	前年度
	事業
計画時
	実績数
	単価

(円)
	補助金額

(円)

	
	コンテナ
	12ft
	
	
	
	3,000
	

	
	
	20ft
	
	
	
	5,000
	

	
	
	31ft
	
	
	
	8,000
	

	
	
	40ft
	
	
	
	10,000
	

	
	トラック

(全長)
	6ｍ未満
	
	
	
	2,000
	

	
	
	6～8m未満
	
	
	
	3,000
	

	
	
	8～12m未満
	
	
	
	8,000
	

	
	トレーラー(全長)
	8m未満
	
	
	
	5,000
	

	
	
	8m以上
	
	
	
	10,000
	

	
	小            計(円)
	

	
	合計【小計×補助対象月数③′】(円)
	

	⑦貨物量
	(ア)事業計画
t/月平均
	(イ)実績
t/月平均
	(ウ)増減率  (イ)÷(ア)×100
%

	⑧CO2排出量の計算

(t-CO2/月平均)

転換前のCO2排出量

転換後のCO2排出量

CO2排出削減量


	


様式4－2
平成２３年度モーダルシフト等推進事業計画（実績報告）
【幹線輸送集約化推進事業】
１．協議会の名称及び代表者
	名       称
	

	代表者氏名
	

	代表者所属
	


２．事業実施額と補助金額（全体）
	A：実施額
	円
	B：実施額(A)×補助率
	円

	C：交付決定額
	円
	D：補助金額(BとCで低い額)
	円


３．問い合わせ先（窓口）
	社名

住所

担当部署

担当者名

連絡先


	TEL：
E-Mail：


４．事業結果の概要

	


５．事業計画 総括表

	①事業名称
	

	②輸送期間
	(輸送予定期間)

平成   年   月～平成   年   月【   年   ヶ月】

	
	(補助対象期間)

平成   年   月   日～平成   年   月   日【   ヶ月  日間】②′

	③輸送経路
	集約前
	

	
	集約後
	

	④輸送品目
	

	⑤実施額
(補助対象経費)
	円

	⑥平均積載率
	(ア)事業計画
%/月平均
	(イ)実績
%/月平均
	(ウ)増減率 (イ)÷(ア)×100
%

	⑦走行車両削減台数
	(ア)事業計画
台/月平均
	(イ)実績
台/月平均
	(ウ)増減率 (イ)÷(ア)×100
%

	⑧貨物量

(t/月平均)
	(ア)事業計画

	(イ)実績

	

	⑨CO2排出削減量
	(ア)事業計画
t-CO2/月平均
	(イ)実績
t-CO2/月平均
	(ウ)増減率 (イ)÷(ア)×100
%

	⑩補助対象期間のCO2排出削減量
	t-CO2
上記⑨(イ)×②′



６．CO2排出削減量の計算

輸送経路（   ）

	①輸送品目
	

	②輸送期間
	(輸送予定期間)

平成   年   月～平成   年   月【  年  ヶ月】

	
	(補助対象期間)

平成   年   月   日～平成   年   月   日【  ヶ月  日間】

	③輸送経路
	集約前
	

	
	集約後
	

	④実施額
(補助対象経費)
	円

	⑤平均積載率
	(ア)事業計画
%/月平均
	(イ)実績
%/月平均
	(ウ)増減率 (イ)÷(ア)×100
%

	⑥走行車両削減台数
	(ア)事業計画
台/月平均
	(イ)実績
台/月平均
	(ウ)増減率 (イ)÷(ア)×100
%

	⑦貨物量
	(ア)事業計画
t/月平均
	(イ)実績
t/月平均
	

	⑧CO2排出量の計算

(t-CO2/月平均)

集約前のCO2排出量

集約後のCO2排出量

CO2排出削減量


	


様式5－1
年   月   日
国土交通大臣  殿
                       住      所
                       名      称
                                    代表者氏名           印
平成２３年度モーダルシフト等推進事業費補助金
輸送状況報告書
【モーダルシフト推進事業】
１．輸送実績 総括表（   ）

	①事業名称
	

	②類型
	１．トラック輸送から鉄道又は海上輸送への転換

２．新規に鉄道又は海上輸送する貨物

３．既に鉄道又は海上輸送している貨物の増加分

	③輸送期間
	(輸送予定期間)

平成   年   月～平成   年   月【   年   ヶ月】

	
	(報告対象期間)

平成   年   月～平成   年   月【   年   ヶ月】③′

	
	(補助対象期間)

平成   年   月   日～平成   年   月   日【   ヶ月  日間】

	④輸送経路
	転換前

(仮想)
	

	
	転換後
	

	⑤輸送品目
	

	⑥輸送種別毎の輸送数

(個･台数/月平均)
	輸送手段
	輸送種別
	前年度
	事業計画時
	実績数

	
	コンテナ
	12ftコンテナ
	
	
	

	
	
	20ftコンテナ
	
	
	

	
	
	31ftコンテナ
	
	
	

	
	
	40ftコンテナ
	
	
	

	
	トラック

(単車)
	全長6ｍ未満
	
	
	

	
	
	全長6～8未満
	
	
	

	
	
	全長8～12未満
	
	
	

	
	トレーラー

(ヘッドを除く)
	全長8m未満
	
	
	

	
	
	全長8m以上
	
	
	

	⑦貨物量
	(ア)事業計画
t/月平均
	(イ)実績
t/月平均
	(ウ)増減率  (イ)÷(ア)×100
%

	⑧CO2排出削減量
	(ア)事業計画
 t-CO2/月平均
	(イ)実績
 t-CO2/月平均
	(ウ)増減率  (イ)÷(ア)×100
%

	⑨報告対象期間のCO2排出削減量
	 t-CO2
上記⑧(イ)×③′


２．CO2排出削減量の計算

輸送経路（      ）

	①輸送品目
	

	②類型
	１．転換分
	２．新規分
	３．増加分

	③輸送期間
	(輸送予定期間)

平成   年   月～平成   年   月【   年   ヶ月】

	
	(報告対象期間)

平成   年   月～平成   年   月【    年   ヶ月】

	
	(補助対象期間)

平成   年   月   日～平成   年   月   日【   ヶ月   日間】

	④輸送経路
	転換前

(仮想)
	

	
	転換後
	

	⑤輸送種別毎の輸送数

(個･台数/月平均)
	輸送手段
	輸送種別
	前年度
	事業計画時
	実績数

	
	コンテナ
	12ftコンテナ
	
	
	

	
	
	20ftコンテナ
	
	
	

	
	
	31ftコンテナ
	
	
	

	
	
	40ftコンテナ
	
	
	

	
	トラック

(単車)
	全長6ｍ未満
	
	
	

	
	
	全長6～8m未満
	
	
	

	
	
	全長8～12m未満
	
	
	

	
	トレーラー

(ヘッドを除く)
	全長8m未満
	
	
	

	
	
	全長8m以上
	
	
	

	⑥貨物量
	(ア)事業計画
t/月平均
	(イ)実績
t/月平均
	(ウ)増減率  (イ)÷(ア)×100
%

	⑦CO2排出量の計算

(t-CO2/月平均)

転換前のCO2排出量

転換後のCO2排出量

CO2排出削減量


	


様式5－2
年   月   日
国土交通大臣  殿
                       住      所
                       名      称
                                    代表者氏名           印
平成２３年度モーダルシフト等推進事業費補助金
輸送状況報告書
【幹線輸送集約化推進事業】
１．輸送実績 総括表

	①事業名称
	

	②輸送期間
	(輸送予定期間)

平成   年   月～平成   年   月【   年   ヶ月】

	
	(報告対象期間)

平成   年   月～平成   年   月【   年   ヶ月】②′

	
	(補助対象期間)

平成   年   月   日～平成   年   月   日（   ヶ月  日間）

	③輸送経路
	集約前
	

	
	集約後
	

	④輸送品目
	

	⑤平均積載率
	(ア)事業計画
%/月平均
	(イ)実績
%/月平均
	(ウ)増減率 (イ)÷(ア)×100
%

	⑥走行車両削減台数
	(ア)事業計画
台/月平均
	(イ)実績
台/月平均
	(ウ)増減率 (イ)÷(ア)×100
%

	⑦貨物量

(t/月平均)
	(ア)事業計画

	(イ)実績

	

	⑧CO2排出削減量
	(ア)事業計画
t-CO2/月平均
	(イ)実績
t-CO2/月平均
	(ウ)増減率 (イ)÷(ア)×100
%

	⑨報告対象期間のCO2排出削減量
	t-CO2
上記⑧(イ)×②′


２．CO2排出削減量の計算

輸送経路（   ）

	①輸送品目
	

	②輸送期間
	(輸送予定期間)

平成   年   月～平成   年   月【  年  ヶ月】

	
	(報告対象期間)

平成   年   月～平成   年   月【  年  ヶ月】

	
	(補助対象期間)

平成   年   月   日～平成   年   月   日【  ヶ月  日間】

	③輸送経路
	集約前
	

	
	集約後
	

	④平均積載率
	(ア)事業計画
%/月平均
	(イ)実績
%/月平均
	(ウ)増減率 (イ)÷(ア)×100
%

	⑤走行車両削減台数
	(ア)事業計画
台/月平均
	(イ)実績
台/月平均
	(ウ)増減率 (イ)÷(ア)×100
%

	⑥貨物量

(t/月平均)
	(ア)事業計画

	(イ)実績

	

	⑦CO2排出量の計算

(t-CO2/月平均)

集約前のCO2排出量

集約後のCO2排出量

CO2排出削減量


	


